
【表紙】
 
【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 中国財務局長

【提出日】 平成23年４月14日

【四半期会計期間】 第４期第３四半期（自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日）

【会社名】 Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

【英訳名】 E・J Holdings Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　小　谷　裕　司

【本店の所在の場所】 岡山県岡山市北区津島京町三丁目１番21号

【電話番号】 086－252－7520

【事務連絡者氏名】 管理本部副本部長　　浜　野　正　則

【最寄りの連絡場所】 岡山県岡山市北区津島京町三丁目１番21号

【電話番号】 086－252－7520

【事務連絡者氏名】 管理本部副本部長　　浜　野　正　則

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　 

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

四半期報告書

 1/30



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第３期

第３四半期連結
累計期間

第４期
第３四半期連結
累計期間

第３期
第３四半期連結
会計期間

第４期
第３四半期連結
会計期間

第３期

会計期間

自　平成21年
６月１日

至　平成22年
２月28日

自　平成22年
６月１日

至　平成23年
２月28日

自　平成21年
12月１日

至　平成22年
２月28日

自　平成22年
12月１日

至　平成23年
２月28日

自　平成21年
６月１日

至　平成22年
５月31日

売上高 (百万円) 4,934 5,561 1,907 2,605 16,599

経常損失（△）又は経常

利益
(百万円) △2,158 △2,500 △387 △477 483

四半期（当期）純損失

（△）
(百万円) △2,706 △2,658 △429 △518 △144

純資産額 (百万円) － － 8,314 8,264 10,876

総資産額 (百万円) － － 18,731 20,539 16,944

１株当たり純資産額 (円) － － 31,324.621,461.0841,018.46

１株当たり四半期（当

期）純損失（△）
(円) △10,277.49△473.86△1,631.40△92.36 △548.37

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 44.0 39.9 63.7

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △5,678 △7,436 － － 1,328

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △274 866 － － △348

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 2,351 3,992 － － △1,538

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高
(百万円) － － 2,930 3,397 5,974

従業員数 (名) － － 974 1,141 985

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当連結グループの主要事業である総合建設コンサルタント事業においては、第４四半期連結会計期間に完成

する業務割合が大きいため、各四半期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

４　「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

四半期報告書

 2/30



５　当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が

第３期の開始日に行われたと仮定した場合における第３期第３四半期連結累計期間、第３期第３四半期連結

会計期間及び第３期の１株当たり指標を参考までに掲げると、以下のとおりであります。

　（参考）

回次
第３期

第３四半期連結
累計期間

第３期
第３四半期連結
会計期間

第３期

会計期間

自　平成21年
６月１日

至　平成22年
２月28日

自　平成21年
12月１日

至　平成22年
２月28日

自　平成21年
６月１日

至　平成22年
５月31日

１株当たり純資産額 (円) － 1,566.232,050.92

１株当たり四半期（当

期）純損失（△）
(円) △513.87 △81.57 △27.42

　

　

２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成23年２月28日現在

従業員数（名） 1,141　［176］

（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　［外書］は、臨時従業員（パートタイマー及びアルバイト）の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員で

あります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成23年２月28日現在

従業員数（名） 11

（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員は、連結子会社の株式会社エイト日本技術開発と兼務しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当連結グループは「総合建設コンサルタント事業」の単一セグメントでありますが、生産、受注及び販売の状況に

つきましては、従来どおり、建設コンサルタント業務、調査業務の２業務に区分して記載しております。なお、当該区分

は前連結会計年度までの記載区分と同一でありますので、前年同四半期比についても記載しております。

　

(1）生産実績

業務別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

金額（百万円） 前年同四半期比（％）

建設コンサルタント業務 4,107 95.3

調査業務 800 86.4

合計 4,908 93.8

（注）　上記の金額は販売価格に生産進捗率を乗じて算出しており、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注実績

業務別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

受注高 受注残高
金額（百万円） 前年同四半期比（％） 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

建設コンサルタント業務 2,453 107.4 12,006 93.7

調査業務 380 77.6 1,831 92.9

合計 2,834 102.1 13,837 93.6

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

業務別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

金額（百万円） 前年同四半期比（％）

建設コンサルタント業務 2,194 150.5

調査業務 410 91.3

合計 2,605 136.5

（注）１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

相手先 販売高（百万円） 割合（％） 相手先 販売高（百万円） 割合（％）

国土交通省 411 21.6中日本高速道路㈱ 320 12.3

　 　 　 国土交通省 271 10.4

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　当連結グループの主要事業である総合建設コンサルタント事業（建設コンサルタント業務及び調査業務）に

おいては、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する業務の割合が大きいため、第３四半

期連結会計期間までの各四半期連結会計期間の販売高と第４四半期連結会計期間の販売高との間に著しい

相違があります。

　

　

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等はありま

せん。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間における経営環境は、アジア・南米等の新興国における経済成長と各国政府による景

気下支え策もあって一部に持ち直しの様相が見られるものの、長期化する円高や我が国経済の将来ビジョンの不透

明さから、内需は相変わらず低迷し、雇用情勢や所得環境についても改善が図られず、景気回復に向けては不透明感

が増した状況で推移しました。

　建設コンサルタント業界においても、公共事業投資の縮減傾向が継続する中、受注競争の激化などの影響を受け、

引き続き厳しい状況で推移いたしました。

　このような状況の中、平成22年６月１日には株式交換により道路・都市関係構造物を専門とする株式会社近代設

計が当連結グループに加わり、グループ内における各事業の強化・拡充を図ってまいりました。

　そして、「Ｅ・Ｊグループ新中期経営計画」の目標達成を目指し、案件創出型の営業活動及び海外事業活動を積極

的に推進し、営業基盤の強化を図るとともに、顧客評価の向上、５つの重点分野（環境・エネルギー分野、自然災害

リスク軽減分野、都市・地域再生分野、インフラ・マネジメント分野、情報・通信分野）による技術力の差別化並び

にプロポーザル型業務の特定率向上などによる付加価値型業務の受注拡大を図ることで、受注シェアの拡大を図

り、経営基盤の強化に努めてまいりました。

　

当連結グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみであります。

　当事業の特徴としまして、受注の大半が官公需という特性により、通常の営業の形態として、納期が年度末に集中

するため売上高が第４四半期連結会計期間に偏重する傾向にあります。 

　当第３四半期連結会計期間の業績は、受注高28億34百万円（前年同期比102.1％）、売上高26億５百万円（同

136.5％）となりました。一方、損益面においては、固定費や販売費及び一般管理費については月々ほぼ均等に発生

することから、営業損失５億９百万円（前年同期は営業損失４億14百万円）、経常損失４億77百万円（同 経常損失

３億87百万円）、四半期純損失５億18百万円（同 四半期純損失４億29百万円）となりました。　

　

(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ35億94百万円増加し、205億39百万円となりま

した。

　流動資産は、前連結会計年度末と比べ23億86百万円増加し、119億25百万円となりました。これは主に、現金及び預

金が27億46百万円減少した一方で、受取手形及び売掛金が４億68百万円、たな卸資産が42億93百万円それぞれ増加

したことによるものであります。なお、当連結グループの業務の特性として、業務の完成及び顧客からの入金が第４

四半期連結会計期間に偏る傾向にあります。

　固定資産は、前連結会計年度末と比べ12億８百万円増加し、86億13百万円となりました。これは主に、株式会社近代

設計が新たに連結子会社になったこと等により、のれんが６億60百万円、投資不動産が３億46百万円それぞれ増加

したことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比べ62億７百万円増加し、122億75百万円となりまし

た。これは主に、借入金が56億５百万円増加したことによるものであります。

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べ26億12百万円減少し、82億64百万円となりまし

た。これは主に、当第３四半期連結累計期間の四半期純損益が26億58百万円の損失計上となったことによるもので

あります。　
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(3）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半期連結会計期

間末と比べ82百万円増加し、33億97百万円（前年同期比４億66百万円増）となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の減少は、22億48百万円となりました（前年同期は15億78百万円の減少）。

　これは主に、税金等調整前四半期純損益が４億78百万円の損失計上となったこと、売上債権が４億７百万円増加し

たこと並びにたな卸資産が13億83百万円増加したことの結果によるものであります。

　なお、当連結グループの顧客からの入金は、第４四半期連結会計期間に偏る傾向にあります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の増加は、86百万円となりました（前年同期は１億14百万円の減少）。

　これは主に、預入期間が３ヶ月を超える定期預金の払い戻しにより１億円増加した一方で、固定資産の取得により

28百万円減少したことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の増加は、22億44百万円となりました（前年同期は22億22百万円の増加）。

　これは主に、借り入れにより25億円増加したことによるものであります。　

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当連結グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。　

　

(5）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間における研究開発費用の総額は24百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当連結グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　第２四半期連結会計期間末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,000,000

計 29,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年４月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,261,060 7,261,060
東京証券取引所

（市場第二部）

完全議決権株式であり、
株主としての権利内容に
制限のない、当社におけ
る標準となる株式
　
単元株式数　100株

計 7,261,060 7,261,060 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年12月１日（注） 6,898,0077,261,060 － 2,000 － 1,500

（注）　当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株を20株に株式分割いたしました。

　

（６）【大株主の状況】

　当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。なお、大量保有報告書の写しの送付は

ありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成22年11月30日の株主名簿により記載しております。

　なお、当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株を20株に株式分割するとともに単元株式数を10株から100

株に変更しておりますが、当該株式分割及び単元株式数変更につきましては、考慮しておりません。

　

①【発行済株式】

　 平成22年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　　76,020
－ －

（相互保有株式）

普通株式　　 　8,690
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 　274,360 27,436 －

単元未満株式 普通株式　 　　3,983 － －

発行済株式総数 363,053 － －

総株主の議決権 － 27,436 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式１株及び株式会社エイト日本技術開発所有の相互保

有株式９株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成22年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

Ｅ・Ｊホールディングス

株式会社

岡山県岡山市北区

津島京町３－１－21
76,020 － 76,020 20.94

（相互保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社エイト日本技術

開発

岡山県岡山市北区

津島京町３－１－21
6,540 － 6,540 1.80

株式会社近代エンヂニア

リング

神奈川県横浜市中区

太田町１－４－２　
2,150 － 2,150 0.59

計 － 84,710 － 84,710 23.33
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
６月

　
７月

　
８月

　
９月

　
10月

　
11月

　
12月

平成23年
１月

　
２月

最高（円） 10,50010,90010,95013,10012,300
12,500

※620　
600 594 592

最低（円） 9,3309,3009,61010,40010,000
10,400

※579　
521 527 532

（注）１　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　２　※印は、株式分割（平成22年12月１日付で１株を20株に分割）による権利落後の最高・最低株価を示しており

ます。

　

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）にもとづいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年６月１日から平成22年２月28日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則にもとづき、当第３四半期連

結会計期間（平成22年12月１日から平成23年２月28日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年６月１日か

ら平成23年２月28日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則にもとづいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、前第３四半期連結会計期間（平成21年12月１日から

平成22年２月28日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年６月１日から平成22年２月28日まで）に係る四

半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半期連結会計期間（平成22年

12月１日から平成23年２月28日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年６月１日から平成23年２月28日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となり

ました。　
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※4
 4,424 7,170

受取手形及び売掛金 1,318 850

有価証券 174 174

たな卸資産 ※1, ※2
 5,349

※1, ※2
 1,055

繰延税金資産 1 6

その他 677 286

貸倒引当金 △20 △5

流動資産合計 11,925 9,538

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※4
 1,473 1,512

土地 ※4
 2,365 2,312

その他（純額） 167 171

有形固定資産合計 ※3
 4,006

※3
 3,995

無形固定資産

のれん 804 143

その他 311 317

無形固定資産合計 1,116 460

投資その他の資産

投資有価証券 1,365 1,357

固定化営業債権 20 39

投資不動産（純額） ※3, ※4
 844

※3
 497

繰延税金資産 13 12

その他 1,301 1,080

貸倒引当金 △52 △39

投資その他の資産合計 3,491 2,949

固定資産合計 8,613 7,405

資産合計 20,539 16,944
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年５月31日)

負債の部

流動負債

業務未払金 469 343

短期借入金 4,600 －

1年内返済予定の長期借入金 872 333

未払法人税等 73 130

繰延税金負債 0 0

未成業務受入金 1,815 1,286

賞与引当金 89 －

受注損失引当金 ※2
 35

※2
 38

その他 589 1,049

流動負債合計 8,547 3,183

固定負債

長期借入金 1,573 1,107

リース債務 14 －

繰延税金負債 163 102

退職給付引当金 1,640 1,283

負ののれん 35 71

長期未払金 249 278

長期預り保証金 50 41

固定負債合計 3,728 2,884

負債合計 12,275 6,068

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 5,379 6,100

利益剰余金 5,473 8,263

自己株式 △4,202 △5,099

株主資本合計 8,650 11,264

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △454 △464

評価・換算差額等合計 △454 △464

少数株主持分 68 76

純資産合計 8,264 10,876

負債純資産合計 20,539 16,944
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成22年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成23年２月28日)

売上高 ※2
 4,934

※2
 5,561

売上原価 3,951 4,555

売上総利益 983 1,006

販売費及び一般管理費 ※1
 3,274

※1
 3,610

営業損失（△） △2,291 △2,604

営業外収益

受取利息 48 48

受取配当金 14 12

負ののれん償却額 46 35

不動産賃貸料 29 53

匿名組合投資利益 34 26

保険解約返戻金 － 20

その他 17 14

営業外収益合計 191 210

営業外費用

支払利息 31 55

不動産賃貸費用 17 30

保険解約損 － 9

その他 9 11

営業外費用合計 58 106

経常損失（△） △2,158 △2,500

特別損失

固定資産除却損 2 1

投資有価証券売却損 － 1

投資有価証券評価損 37 47

関係会社株式評価損 － 1

関係会社出資金評価損 10 －

ゴルフ会員権評価損 5 －

事務所移転費用 － 8

経営統合関連費用 46 －

退職給付制度改定損 342 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2

特別損失合計 445 63

税金等調整前四半期純損失（△） △2,604 △2,564

法人税、住民税及び事業税 86 92

法人税等還付税額 － △15

法人税等調整額 20 24

法人税等合計 107 100

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △2,665

少数株主損失（△） △6 △7

四半期純損失（△） △2,706 △2,658
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年12月１日
　至　平成23年２月28日)

売上高 ※2
 1,907

※2
 2,605

売上原価 1,350 2,009

売上総利益 557 595

販売費及び一般管理費 ※1
 972

※1
 1,105

営業損失（△） △414 △509

営業外収益

受取利息 16 15

受取配当金 5 5

負ののれん償却額 15 11

不動産賃貸料 10 18

保険解約返戻金 － 20

その他 3 3

営業外収益合計 50 75

営業外費用

支払利息 13 19

不動産賃貸費用 5 10

保険解約損 － 9

その他 4 3

営業外費用合計 23 42

経常損失（△） △387 △477

特別損失

投資有価証券評価損 1 0

ゴルフ会員権評価損 5 －

特別損失合計 7 0

税金等調整前四半期純損失（△） △394 △478

法人税、住民税及び事業税 31 30

法人税等調整額 6 7

法人税等合計 37 38

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △516

少数株主利益又は少数株主損失（△） △2 1

四半期純損失（△） △429 △518
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成22年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成23年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,604 △2,564

減価償却費 220 220

退職給付制度改定損 342 －

のれん償却額 53 127

負ののれん償却額 △46 △35

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 3

受注損失引当金の増減額（△は減少） △15 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） 134 89

退職給付引当金の増減額（△は減少） 79 51

受取利息及び受取配当金 △63 △61

支払利息 31 55

投資有価証券評価損益（△は益） 37 47

関係会社株式評価損 － 1

関係会社出資金評価損益（△は益） 10 －

投資有価証券売却損益（△は益） △0 1

匿名組合投資損益（△は益） △34 △26

売上債権の増減額（△は増加） △195 △329

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,543 △4,232

保険積立金の増減額（△は増加） 85 54

未成業務受入金の増減額（△は減少） 803 442

仕入債務の増減額（△は減少） △256 △206

未払消費税等の増減額（△は減少） △121 △304

その他 △514 △644

小計 △5,590 △7,311

利息及び配当金の受取額 59 59

利息の支払額 △33 △58

法人税等の支払額 △114 △126

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,678 △7,436

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △221 △2

定期預金の払戻による収入 100 641

有形固定資産の取得による支出 △57 △37

無形固定資産の取得による支出 △96 △41

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 308

その他 △0 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △274 866
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成22年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成23年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,800 4,400

長期借入れによる収入 － 300

長期借入金の返済による支出 △250 △574

配当金の支払額 △197 △131

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,351 3,992

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,602 △2,576

現金及び現金同等物の期首残高 6,532 5,974

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,930

※1
 3,397
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日　至　平成23年２月28日）

１　連結の範囲に関する事項の変更

　

(1）連結の範囲の変更

　平成22年６月１日付の株式交換により株式会社近代設計の発行済株式のすべてを取得したため、第１四半期連結会

計期間より、連結の範囲に含めております。

　

(2）変更後の連結子会社の数

　７社

２　会計処理の原則及び手続の変更

　

(1）資産除去債務に関する会計基準等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（平成20年３月31日　企業会計基準委員会　企業

会計基準第18号）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（平成20年３月31日　企業会計基準委員会　企

業会計基準適用指針第21号）を適用しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純損失が２百万円増加しております。

　

(2）企業結合に関する会計基準等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（平成20年12月26日　企業会計基準委員会　企業会計

基準第21号）、「連結財務諸表に関する会計基準」（平成20年12月26日　企業会計基準委員会　企業会計基準第22

号）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（平成20年12月26日　企業会計基準委員会　企業会計基準第

23号）、「事業分離等に関する会計基準」（平成20年12月26日　企業会計基準委員会　企業会計基準第７号）、「持分

法に関する会計基準」（平成20年12月26日公表分　企業会計基準委員会　企業会計基準第16号）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（平成20年12月26日　企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針

第10号）を適用しております。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日　至　平成23年２月28日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（平成20年12月26日　企業会計基準委員会　企業会計基準第22号）にもとづく

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第

５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しておりま

す。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（平成20年12月26日　企業会計基準委員会　企業会計基準第22号）にもとづく

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第

５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しておりま

す。
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【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日　至　平成23年２月28日）

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるた

め、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。

　

２　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によってお

ります。

　

３　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境、一時差異の発生状況等に著しい変

化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する

方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年２月28日）

前連結会計年度末
（平成22年５月31日）

※１　たな卸資産の内訳 ※１　たな卸資産の内訳

未成業務支出金 5,345百万円

貯蔵品 3百万円

計 5,349百万円

未成業務支出金 1,051百万円

貯蔵品 4百万円

計 1,055百万円

　 　

※２　損失の発生が見込まれる業務契約に係るたな卸資産

（未成業務支出金）は、これに対応する受注損失引当

金81百万円を相殺して表示しております。

※２　損失の発生が見込まれる業務契約に係るたな卸資産

（未成業務支出金）は、これに対応する受注損失引当

金2百万円を相殺して表示しております。

　 　

※３　有形固定資産及び投資その他の資産（投資不動産）

の減価償却累計額

※３　有形固定資産及び投資その他の資産（投資不動産）

の減価償却累計額

有形固定資産 4,238百万円

投資不動産 507百万円

計 4,746百万円

有形固定資産 4,036百万円

投資不動産 386百万円

計 4,423百万円

　 　

※４　担保資産

　株式会社近代設計を新たに連結の範囲に含めたため、

担保に供されている資産が前連結会計年度の末日に比

べて著しく変動しております。

　担保に供されている資産の内容及び金額は次のとお

りであります。

―――

現金及び預金 322百万円

建物及び構築物 15百万円

土地 53百万円

投資不動産 353百万円

計 745百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成22年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成23年２月28日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

役員報酬 238百万円

給料手当 1,365百万円

賞与 96百万円

賞与引当金繰入額 42百万円

退職給付費用 88百万円

法定福利費 239百万円

貸倒引当金繰入額 15百万円

役員報酬 296百万円

給料手当 1,478百万円

賞与 87百万円

賞与引当金繰入額 25百万円

退職給付費用 96百万円

法定福利費 278百万円

貸倒引当金繰入額 10百万円

　 　

※２　売上高の季節的変動

　当連結グループの売上高は、通常の営業の形態とし

て、第４四半期連結会計期間に完成する業務の割合が

大きいため、第３四半期連結会計期間までの各四半期

連結会計期間の売上高と第４四半期連結会計期間の売

上高との間に著しい相違があり、業績に季節的変動が

あります。

※２　売上高の季節的変動

　当連結グループの売上高は、通常の営業の形態とし

て、第４四半期連結会計期間に完成する業務の割合が

大きいため、第３四半期連結会計期間までの各四半期

連結会計期間の売上高と第４四半期連結会計期間の売

上高との間に著しい相違があり、業績に季節的変動が

あります。

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

役員報酬 73百万円

給料手当 441百万円

賞与引当金繰入額 42百万円

退職給付費用 27百万円

法定福利費 76百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円

役員報酬 95百万円

給料手当 472百万円

賞与引当金繰入額 25百万円

退職給付費用 29百万円

法定福利費 89百万円

貸倒引当金繰入額 4百万円

　 　

※２　売上高の季節的変動

　当連結グループの売上高は、通常の営業の形態とし

て、第４四半期連結会計期間に完成する業務の割合が

大きいため、第３四半期連結会計期間までの各四半期

連結会計期間の売上高と第４四半期連結会計期間の売

上高との間に著しい相違があり、業績に季節的変動が

あります。

※２　売上高の季節的変動

　当連結グループの売上高は、通常の営業の形態とし

て、第４四半期連結会計期間に完成する業務の割合が

大きいため、第３四半期連結会計期間までの各四半期

連結会計期間の売上高と第４四半期連結会計期間の売

上高との間に著しい相違があり、業績に季節的変動が

あります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成22年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成23年２月28日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,076百万円

有価証券 174百万円

計 4,251百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△1,321百万円

現金及び現金同等物 2,930百万円

現金及び預金 4,424百万円

有価証券 174百万円

計 4,599百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△1,202百万円

現金及び現金同等物 3,397百万円

　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年２月28日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年６月１日　至　

平成23年２月28日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式（株） 7,261,060

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式（株） 1,651,440

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年８月27日

定時株主総会
普通株式 131 500平成22年５月31日平成22年８月30日利益剰余金

（注）　配当金の総額には、連結子会社が保有する当社発行株式に係る配当金は含んでおりません。

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年６月１日　至　平成22年２月28日）において、当連結グループは、総合建設コンサルタント事業のみ

行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年６月１日　至　平成22年２月28日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在

外支店がないため該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年12月１日　至　平成22年２月28日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年６月１日　至　平成22年２月28日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【セグメント情報】

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（平成21年３月27日　企業会

計基準委員会　企業会計基準第17号）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（平成

20年３月21日　企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第20号）を適用しております。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年６月１日　至　平成23年２月28日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日）

経営資源の配分の決定及び業績評価の観点から、当連結グループは総合建設コンサルタント事業のみを営

んでおり、単一セグメントであるため、開示すべき事項はありません。
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（金融商品関係）

　金融商品で、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、四半期連結貸借対照表計上額に前連結会計年度

の末日と比較して著しい変動が認められるものは次のとおりであります。

　
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

 (1) 現金及び預金 4,424 4,424 －
 (2) 短期借入金 4,600 4,600 －
 (3) 長期借入金　（注）１ 2,446 2,462 15

（注）１　1年内返済予定の長期借入金も含めております。

　２　金融商品の時価の算定方法に関する事項

      (1)現金及び預金、(2)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

      (3)長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額(*)を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て現在価値を算定しております。

(*)金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金については、当該金利スワップと一体として

処理された元利金の合計額であります。

　３　当連結グループの業務の特性として顧客からの入金が第４四半期連結会計期間に偏る傾向にあります。　
　

　

（有価証券関係）

　有価証券で、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

認められるものはありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引で、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動が認められるものはありません。

　

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　資産除去債務で、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動が認められるものはありません。

　

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産で、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められるものはありません。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年２月28日）

前連結会計年度末
（平成22年５月31日）

1,461円08銭 41,018円46銭

（注）　当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が前

連結会計年度の開始日に行われたと仮定した場合における前連結会計年度末の１株当たり純資産額は2,050円

92銭であります。

　

２　１株当たり四半期純損失金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成22年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成23年２月28日）

１株当たり四半期純損失（△） △10,277円49銭 １株当たり四半期純損失（△） △473円86銭

（注）１　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成22年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成23年２月28日）

四半期純損失（△）（百万円） △2,706 △2,658

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（百万円）
△2,706 △2,658

普通株式の期中平均株式数（株） 263,315 5,609,778

２　当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が

前連結会計年度の開始日に行われたと仮定した場合における前第３四半期連結累計期間に係る１株当たり

四半期純損失金額は513円87銭であります。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

１株当たり四半期純損失（△） △1,631円40銭 １株当たり四半期純損失（△） △92円36銭

（注）１　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年２月28日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

四半期純損失（△）（百万円） △429 △518

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（百万円）
△429 △518

普通株式の期中平均株式数（株） 263,309 5,609,630

２　当社は、平成22年12月１日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割が

前連結会計年度の開始日に行われたと仮定した場合における前第３四半期連結会計期間に係る１株当たり

四半期純損失金額は81円57銭であります。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

　

平成22年４月13日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

取締役会　御中
 
　

あずさ監査法人
 
　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 乾　　　　　一　　良　　㊞

 

　
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 竹　　川　　都　　之　　㊞

　

　
　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 青　　木　　靖　　英　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
Ｅ・Ｊホールディングス株式会社の平成21年６月１日から平成22年５月31日までの連結会計年度の第３
四半期連結会計期間(平成21年12月１日から平成22年２月28日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成
21年６月１日から平成22年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、
四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ
の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期
レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等
に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された
手続により行われた。
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に
公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社及
び連結子会社の平成22年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び
第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
追記情報
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年３月12日開催の取締役会において、会社を
完全親会社とし、株式会社近代設計を完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、平成22年３月26日
に株式交換契約を締結した。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
　 

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　 

　

平成23年４月13日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

取締役会　御中
 
　

有限責任 あずさ監査法人
 
　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 乾　　　　　一　　良　　㊞

 

　
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 竹　　川　　都　　之　　㊞

　

　
　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 青　　木　　靖　　英　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
Ｅ・Ｊホールディングス株式会社の平成22年６月１日から平成23年５月31日までの連結会計年度の第３
四半期連結会計期間（平成22年12月１日から平成23年２月28日まで）及び第３四半期連結累計期間（平
成22年６月１日から平成23年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照
表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。
この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期
レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等
に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された
手続により行われた。
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に
公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社及
び連結子会社の平成23年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び
第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
　 

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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